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入 札 説 明 書

「会議用椅子の購入」に係る入札公告（令和６年２月２１日付）に基づく入札等については、会

計法（昭和22年法律第35号)、予算決算及び会計令（昭和22年勅令第165号）等に定めるもののほか、この入札説明

書によるものとする。

１．契約担当官等 支出負担行為担当官 国土交通省近畿運輸局長 日笠 弥三郎

２．調達内容

（１）件名及び数量 会議用椅子の購入

（２）仕 様 別紙 仕様書のとおり

（３）履行期限 令和６年３月２９日

（４）納入場所 別紙 仕様書のとおり

（５）入札方法

① 本件は、入札及び書類の提出を電子調達システムで行う対象案件である。なお、電子

調達システムにより難いものは、発注者の承諾を得て紙入札方式に変えるものとする。

② 落札者の決定は、最低価格落札方式をもって行うので、入札者は、納入に要する一切

の諸経費を含め、契約金額を見積もるものとする。

落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の１０％に相当する額を

加算した金額（当該金額に１円未満の端数がある時は、その端数金額を切り捨てた金額

とする。）をもって落札価格とするので、入札者は消費税に係る課税事業者であるか非

課税事業者であるかを問わず、見積もった契約金額の１１０分の１００に相当する金額

を記載した入札書を提出すること。

（６）入札保証金及び契約保証金 免 除

３．競争参加資格

（１）次の者は、競争に参加する資格を有さない。

① 予算決算及び会計令第７０条の規定に該当する者 なお、未成年者、被保佐人又は被

補助人であって、契約締結のために必要な同意を得ている者は、同条中、特別の理由が

ある場合に該当する。

② 予算決算及び会計令第７１条の規定に該当する者

③ 以下の各号のいずれかに該当し、かつその事実があった後３年を経過していない者

（これを代理人、支配人その他の使用人として使用する者についてもまた同じ。）

(ｱ) 契約の履行に当たり故意に工事若しくは製造を粗雑にし、又は物件の品質若しくは

数量に関して不正の行為をした者

(ｲ) 公正な競争の執行を妨げた者又は公正な価格を害し若しくは不正の利益を得るため

に連合した者

(ｳ) 落札者が契約を結ぶこと又は契約者が契約を履行することを妨げた者



(ｴ) 監督又は検査の実施に当たり職員の職務の執行を妨げた者

(ｵ) 正当な理由がなくて契約を履行しなかった者

(ｶ) 前各号のいずれかに該当する事実があった後３年を経過しない者を、契約の履行に

当たり、代理人、支配人その他の使用人として使用した者

（２）令和４・５・６年度国土交通省競争参加資格（全省庁統一資格）「物品の販売」の

「Ｂ」「Ｃ」「Ｄ」の等級に格付けされ近畿地域の競争参加資格を有するものであること。

（３）仕様書の交付を受けた者であること。ただし、インターネットでの閲覧を含む。

（４）入札に参加しようとしている者の間に資本関係又は人的関係がないこと。

（５）近畿運輸局長から指名停止を受けている期間中でないこと。

（６）暴力団排除に関する誓約事項（別紙）を承諾した者。

（７）電子調達システムによる場合は、電子認証（ＩＣカード）を取得していること。

４．契約条項を示す場所及び問い合わせ先

（１）入札書の提出場所、契約条項を示す場所及び問い合わせ先

〒540-8558 大阪市中央区大手前四丁目１－７６

近畿運輸局総務部会計課

Ｔｅｌ ０６－６９４９－６４０６

（２）入札説明書の交付場所及び問い合わせ先

４．（１）の場所において交付する。

①入札説明書の問い合わせ先

〒540-8558 大阪市中央区大手前四丁目１－７６

近畿運輸局総務部会計課

Ｔｅｌ ０６－６９４９－６４０６

②仕様書に関する問い合わせ先

〒540-8558 大阪市中央区大手前四丁目１－７６

近畿運輸局総務部会計課

Ｔｅｌ ０６－６９４９－６４０６

５．入札及び開札

（１）入札参加申請

① 入札に参加する者は、暴力団排除に関する誓約事項を承諾のうえ、一般競争入札参

加資格確認申請書（様式１）を電子調達システムを用いて、入札公告５．②に示した

期限 までに提出すること。ただし、電子調達システムにより難い場合は、一般競争

入札参加資格確認申請書（様式１）及び紙入札方式参加願（様式２）を入札公告５．

③に示した期限までに４．(1)の場所に提出すること。

② 一般競争入札参加資格確認申請書には、下記アの他、必要な書類を添付すること。

ア 競争参加資格格付けを証明する書類「資格審査結果通知書（全省庁統一資格）」

③ 入札参加申請を提出する者が代理人である場合においては、代理人は、一般競争入札

参加資格確認申請書を提出する前までに委任状（様式３）が電子調達システムにおい



て設定された場合に限り認めるものとする。

ただし、紙入札方式による入札者であって、代理人が入札する場合においては、上記

委任状（様式３）に記名押印の上、入札書と同時に提出しなければならない。

なお、入札者又はその代理人は、本調達に係る入札について他の入札者の代理人を兼

ねることができない。

④ 一般競争入札参加資格確認申請書を提出した者は、発注者が電子調達システムにより

証明書等審査結果通知書を発行するまでの間（紙入札方式による入札者にあっては、開

札日の前日までの間）において、支出負担行為担当官から当該書類に関し説明を求めら

れた場合には、これに応じなければならない。

（２）入札書の提出方法

① 電子調達システムによる入札の場合は、当該システムの所定の方法により締切りまで

に提出すること。

② 紙による入札の場合は、入札書（様式４）を作成し、封筒に入れ封印し、かつ、その

封皮に氏名（法人の場合はその名称及び商号）及び「３月４日開札（会議用椅子の購

入）」と朱書し、入札時刻までに上記４．（１）に示す場所に提出すること。

また、入札書の押印を省略する場合は、その旨を明示し、かつ、入札書の余白に、

「本件責任者及び担当者」の氏名・連絡先を記載することとする。

（３）入札の無効

本入札説明書に示した競争参加資格のない者、入札条件に違反した者、入札者に求められ

る義務を履行しなかった者及び電子入札システムを利用するためのＩＣカードを不正に使

用した者の提出した入札書並びに以下の各号により提出された入札書は無効とする。

(ｱ) 記名を欠く入札（押印を省略する場合、「本件責任者及び担当者」の氏名・連絡

先の記載がない入札。）

(ｲ) 金額を訂正した入札

(ｳ) 誤字、脱字等により意思表示が不明瞭である入札

(ｴ) その他入札に関する条件に違反した入札

（４）入札の延期等

入札者が相連合し又は不穏の挙動をする等の場合であって、競争入札を公正に執行するこ

とができない状態にあると認められるときは、当該入札を延期し、又はこれを取り止めるこ

とがある。

（５）入札書の提出期限

入札公告５．④による。

（６）開 札

① 開札は、紙入札方式による入札者（代理人が入札した場合にあっては代理人。以下同

じ。）を立ち会わせて行う。ただし、紙入札方式による入札者が立ち会わない場合は、

入札事務に関係のない職員を立ち会わせて行う。

② 紙入札方式による入札者は、入札時刻後においては、開札場に入場することはできな

い。

③ 紙入札方式による入札者は、開札場に入場しようとするときは、入札関係職員の求め

に身分証明書等を提示しなければならない。



④ 紙入札方式による入札者は、契約担当官等が特にやむを得ない事情があると認めた場

合のほか、開札場を退場することができない。

⑤ 開札をした場合において、予定価格の制限に達した価格の入札がないときは、再度の

入札を行う。この場合においては、電子調達システムにより再度の入札の締切時刻を直

ちに通知し、また、開札場において再度の入札の締切時刻を直ちに公表するので、電子

調達システムによる入札者（代理人が入札した場合にあっては代理人。以下同じ。）は、

当該締切時刻までに再度の入札を行い、また、紙入札方式による入札者は当該締切時刻

までに再度の入札書を提出すること。

ただし、紙入札方式による入札者のうち開札に立ち会わなかった者は、再度の入札に

参加することができない。

⑥ 入札執行回数は、原則２回までを限度とする。

６．その他

（１）契約手続に使用する言語及び通貨 日本語及び日本国通貨

（２）落札者の決定方法 最低価格落札方式とする。

① 本入札説明書に従い、入札書を提出した入札者であって、本入札説明書３の競争参加

資格及び仕様書の要求要件をすべて満たし、当該入札者の入札価格が予算決算及び会計

令第７９条の規定に基づいて作成された予定価格の制限の範囲内であり、かつ、最低価

格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。

② 電子調達システムでは、入札参加者の利便性向上のため、電子くじ機能を実装してい

る。電子くじを行うには、入札者が任意で設定した000～999の数字が必要になるので、

電子入札事業者は、電子調達システムで電子くじ番号を入力し、紙入札事業者は、紙入

札方式参加願（様式２）に記載するものとする。

③ 落札となるべき同価格の入札をした者が２人以上あり、くじにより落札者の決定を行

うこととなった場合には、以下のとおり行うものとする。

ア 同価格の入札をした者が電子入札事業者のみの場合

電子入札事業者が入力した電子くじ番号を元に電子くじを実施のうえ、落札者を決

定するものとする。

イ 同価格の入札をした者が電子入札事業者と紙入札事業者が混在する場合

電子入札事業者が入力した電子くじ番号及び紙入札事業者が紙入札方式参加願に記

載した電子くじ番号を元に電子くじを実施のうえ落札者を決定するものとする。

ウ 同価格の入札をした者が紙入札事業者のみの場合

当該落札となるべき同価の入札を行った入札者に電子調達システムによる入札者が

含まれない場合は、当該落札となるべき同価の入札を行った入札者（その者が開札

に立ち会わなかった場合は、上記５．(6) ①の職員）は開札場において直ちにくじ

を引き、落札者を決定する。

（３）電子調達システムにて入札書の内訳を提出する場合においては、下記に示すアプリケー

ションを用いて作成すること。ただし、その容量が３ＭＢを超える場合にあっては、紙に

より作成し、入札の締切りまでに上記４．(1) に示す場所まで郵送又は持参すること。

（上記５．(1) ②に示す書類についても同様に、上記５．(1) ①の提出期限までに郵送又



は持参すること。）

ア 一太郎（２００９形式以下で保存したもの）

イ Ｍｉｃｒｏｓｏｆｔ Ｗｏｒｄ（Ｗｏｒｄ２００７形式以下で保存したもの）

ウ Ｍｉｃｒｏｓｏｆｔ Ｅｘｃｅｌ（Ｅｘｃｅｌ２００７形式以下で保存したもの）

エ ＰＤＦファイル

オ 画像ファイル（ＪＰＥＧ形式及びＧＩＦ形式）

（４）契約書の作成

① 競争入札を執行し、契約の相手方を決定したときは、遅滞なく契約書を取り交わすも

のとする。

② 契約書を作成する場合において、契約の相手方が遠隔地にあるときは、まず、その者

が契約書の案２通に記名押印し、更に契約担当官等が当該契約書の案の送付を受けてこ

れに記名押印するものとする。

③ 上記②の場合において契約担当官等が記名押印したときは、当該契約書の１通を契約

の相手方に送付するものとする。

④ 契約担当官等が契約の相手方とともに契約書に記名押印しなければ、本契約は確定し

ないものとする。

（５）支払条件

支払については、納入検査終了後、供給者の請求により支払うこととし、請求書を受理

した日から３０日以内に銀行振込みにより代金を支払うものとする。

（６）暴力団員等による不当介入を受けた場合の措置について

① 当該契約において、暴力団員等による不当介入を受けた場合は、断固としてこれを拒否

すること。また、不当介入を受けた時点で速やかに通報を行うとともに、捜査上必要な協

力を行うこと。

② ①により警察に通報又は捜査上必要な協力を行った場合には、速やかにその内容を記

載した書面により発注者に報告すること。

③ ①及び②の行為を怠ったことが確認された場合は、指名停止等の措置を講ずることがあ

ること。

④ 当該契約において、暴力団員等による不当介入を受けたことにより行程に遅れが生じ

る等の被害が生じた場合は、発注者と協議を行うこと。

（７） 同等品確認申請

① 参考品として示したメーカー・型番の品目のほか、それと同等以上の品物（以下「同

等品」という。）を選定し、入札に参加することが出来るものとする。

② 同等品で入札を希望する場合は、同等品確認申請書（様式5）を作成し、令和６年２

月２６日（火）１２時(公示日より約５日程度)までに上記４．(1) に示す場所まで郵送又

は持参により提出すること。

③ 同等品の確認結果は、メール等の方法により入札参加者全員に公開するものとする。

注意事項

ア 同等品は、参考品と規格（形状、材質、色等）・品質・性能が参考品と同等以上で

あって、メーカーの既製品を基本とするものであり、定価は概ね参考品と同等以上で

あるものとする。



イ 同等品確認申請書を提出する際には、同等品として提示した機器等のカタログ等及

びメーカーからの証明書等などの定価や性能を証明する書類を添付すること。

※カタログ表示品を一部加工等するときは、申請品目の「同等品の規格・仕様等」

欄に明記するとともに図面及びメーカーの定価証明書（写しも可）を添付するこ

と。

ウ グリーン購入法に適合する品目には、適合品目であることが確認できる資料を添付

すること。

エ 参考品が廃番等の場合も同等品確認申請をすること。

④ 入札前に指定された方法で確認をとっていない物品で応札して落札したことが落札後

に判明した場合は、次のいずれかの対応とする。

・ 参考品を納入するか、既に同等品として認められた物品を納入すること。

・ 仕様を満たす物品の納入ができない場合には、落札後契約辞退の取り扱いとなり、

一般競争参加停止及び指名停止の措置を受けることとする。

（８）異義の申し立て

入札者は、入札後、この入札説明書、仕様書等について、不明を理由として異義を申し

立てることはできない。



（別紙）

暴力団排除に関する誓約事項

当社（個人である場合は私、団体である場合は当団体）は、下記のいずれにも該当し

ません。また、当該契約満了までの将来においても該当することはありません。

この誓約が虚偽であり、又はこの誓約に反したことにより、当方が不利益を被ること

となっても、異議は一切申し立てません。

以上のことについて、入札書の提出をもって誓約します。

記

１ 法人等（個人、法人又は団体をいう。）の役員等（個人である場合はその者、法人

である場合は役員又は支店若しくは営業所（常時契約を締結する事務所をいう。）の

代表者、団体である場合は代表者、理事等、その他経営に実質的に関与している者を

いう。）が、暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法

律第７７号）第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ）又は暴力団員（同法

第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ）である。

２ 役員等が、自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を

加える目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用するなどしている。

３ 役員等が、暴力団又は暴力団員に対して、資金等を供給し、又は便宜を供与するな

ど直接的あるいは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与している。

４ 役員等が、暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有している。



様式１

一般競争入札参加資格確認申請書

令和 年 月 日

支出負担行為担当官

国土交通省近畿運輸局長

日笠 弥三郎 殿

入札者

住 所

企業名称

氏 名

令和６年２月２１日付で入札公告のありました下記件名の入札に参加する資格の確認を受

けたいので、添付書類を添えて申請します。

なお、添付書類の内容について、事実に相違ないことを誓約します。

記

件 名 会議室用椅子の購入

※添付書類 ・競争参加資格格付けを証明する書類

「資格審査結果通知書（全省統一資格）」

※以下は、押印を省略する場合のみ記載すること。

（連絡先は２以上記載すること）

本件責任者（会社名・部署名・氏名）：

担当者（会社名・部署名・氏名）：

連絡先１：

連絡先２：

※入札者住所、企業名称及び氏名欄は、代表者若しくは委任を受けている場合はその者が記載

する。



様式２

紙入札方式参加願

１．件 名 会議室用椅子の購入

上記の案件は、電子調達システムを利用しての参加ができないため紙入札方式での参加をいた

します。

令和 年 月 日

資格審査登録番号

企業名称

企業郵便番号

企業住所

代表者氏名

代表者役職

電子くじ番号

（連絡先）

電 話 番 号

Ｆ Ａ Ｘ 番 号

メールアドレス

入札者

住 所

企業名称

氏 名

※以下は、押印を省略する場合のみ記載すること。

（連絡先は２以上記載すること）

本件責任者（会社名・部署名・氏名）：

担当者（会社名・部署名・氏名）：

連絡先１：

連絡先２：

支出負担行為担当官

国土交通省近畿運輸局長

日笠 弥三郎 殿

※１．入札者住所、企業名称及び氏名欄は、代表者若しくは委任を受けている場合はその者が記載

する。

※２．電子くじ番号は、電子くじを実施する場合に必要となるので、000～999の任意の3桁の数字を

記載する。



様式３

委 任 状

受任者

住 所

氏 名

使用印

私は上記の者を代理人と定め

発注の物品役務等について次の権限を委任します。

委任期間 令和 年 月 日から

令和 年 月 日まで

委任事項

１．入札について

令和 年 月 日

委任者 住 所

商号又は名称

代 表 者 氏 名 ,

支出負担行為担当官

国土交通省近畿運輸局長

日笠 弥三郎 殿



様式４

入 札 書

一金 円

（件 名） 会議用椅子の購入

近畿運輸局競争入札者心得及び入札説明書承諾のうえ入札します。

令和 年 月 日

近畿運輸局長 殿

住 所

商号又は名称

代表者氏名

※以下は、押印を省略する場合のみ記載すること。

（連絡先は２以上記載すること）

本件責任者（会社名・部署名・氏名）：

担当者（会社名・部署名・氏名）：

連絡先１：

連絡先２：



様式５

同等品確認申請書

確認申請者

住 所

氏名及び名称

担当者氏名

電 話 番 号

メールアドレス

入札件名 ： 会議用椅子の購入

参考品の規格・仕様等 同等品の規格・仕様等

１

２

３

４

５

※ 当該確認申請書には、同等品の規格及び性能を証明する書類(カタログ及びメーカーからの

証明書等）を添付すること。

※ 記載例

参考品の規格・仕様等 同等品の規格・仕様等

１ ㈱○○社製 肘付回転椅子 ㈱△△社製 肘付回転椅子（商品名）

△△△△―１２３４５６ □□□□―１１１（型番等）



(案)

契 約 書

下記物品の納入について、支出負担行為担当官 近畿運輸局長 日笠 弥三郎（以下甲

という。）と、 （以下乙という。）とは、下記

条項によって契約を締結し、信義に従って誠実にこれを履行するものとする。この契約の

証として本書２通を作成し、甲、乙、記名押印のうえ各自１通を保有する。

１．品 名 会議用椅子の購入

２．数 量 仕様書のとおり

３．納 入 場 所 仕様書のとおり

４．納 期 令和６年３月２９日

５．契 約 金 額 金 円（消費税込）

６．契約保証金 免除

第１条 この契約により生ずる権利又は義務は、これを全部第三者に譲渡してはならな

い。ただし、甲の承諾を得たときはこの限りではない。

第２条 乙は、業務の全部を一括して第三者に委任し、又は請け負わせてはならない。

第３条 乙は、原則として本業務の一部を一括して第三者に委任し、又は請け負わせては

ならない。ただし、本業務の一部を第三者に委任し、又は請け負わせようとすると

き(以下「再委託」という。)は、あらかじめ書面により再委託の相手方の住所、氏

名、再委託を行う業務の内容、再委託の必要性について記載した書面を甲に提出

し、承諾を得なければならない。

なお、再委託の内容を変更しようとするときも同様とする。

２ 前項ただし書により甲が承認した場合には、承認を得た第三者も前項の義務を負

うものとし、乙は当該第三者に前項の義務を遵守させるために必要な措置を執らな

ければならない。その後に承認を得た第三者についても同様とする。

３ 第１項ただし書により甲が承認した場合でも、乙は甲に対し、承認を得た第三者

の行為について全責任を負うものとする。

４ 乙は、第１１条第１項に該当するもの（以下「解除対象者」という。）を下請負

人等（下請負人（下請けが数次にわたるときは、すべての下請負人を含む。）、受

任者（再委任以降のすべての受任者を含む。）及び下請負人若しくは受任者が当該

契約に関して個別に契約する場合の当該契約の相手方をいう。以下同じ。）としな

いこととする。

５ 乙は、契約後に下請負人等が解除対象者であることが判明したときは、直ちに当

該下請負人等との契約を解除し、又は下請負人等に対し契約を解除させるようにし

なければならない。なお、この場合において、乙は甲に対して損害賠償その他名目



のいかんを問わず金銭を要求することができないものとする。

６ 甲は乙が下請負人等が解除対象者であることを知りながら契約し、若しくは下請

負人等の契約を承認したとき、又は正当な理由がないのに前項の規定に反して当該

下請負人等との契約を解除せず、若しくは下請負人等に対し契約を解除させるため

の措置を講じないときは、本契約を解除することができる。

７ 前項の場合、乙は甲が実際に被った損害について、損害賠償責任を免れない。

第４条 乙は、第３条の承諾を得た場合において、再委託の相手方がさらに再委託を行う

など複数の段階で再委託が行われるときは、あらかじめ当該複数段階の再委託の相

手方の住所、氏名、再委託を行う業務の範囲を記載した書面(以下「履行体制に関す

る書面」という。)を甲に提出しなければならない。履行体制に関する書面の内容を

変更しようとするときも同様とする。

２ 乙は前項の場合において、甲が契約の適正な履行の確保のため必要な報告等を求

めた場合には、これに応じなければならない。

第５条 乙は、物品を納入したときは、直ちに納品書をもって、通知しなければならな

い。

２ 前項の通知を受けたときは、その日から５日以内に甲の指定する職員が納入物品

の検査を行い、検査に合格したときは、直ちにその引渡しを受けるものとする。

３ 前項の検査に合格しないときは、乙は遅滞なく物品の交換をし、検査を受けなけ

ればならない。

第６条 乙は、前条の検査に合格したときは、適法な手続きに従って代金の支払を請求す

るものとする。

２ 甲は、前項の請求があったときは、その日から３０日以内に支払わなければなら

ない。

３ 甲は、自己の責に帰すべき事由により料金の支払いが遅延した場合は、乙に対し

て前項の期間満了の翌日から支払の日まで、年利２．５％の割合で計算した遅延利

息を加算して支払う。

４ 支払い遅延が天災その他やむを得ない理由には前項の規定は適用しないものとす

る。

第７条 乙の責に帰する事由により納期内に納入されない場合において、納期後に納入さ

れる見込みのあるとき、甲は乙から遅延利息を徴収して納期を延長することができ

る。

２ 前項の遅延利息は、契約金額（すでに引渡した部分に対する金額を控除した額）

につき年３．０％の割合で計算した額とする。

第８条 甲は、乙が次の各号の１に該当するときは、契約を解除することができる。

(1) 納期後相当の期限が過ぎても納入の見込みが明らかにないことが認められると



き。

(2) 本契約の履行に関して、乙又はその代理人若しくは使用人等に不正行為があっ

たと認められるとき。

第９条 乙の都合で本契約の解除を申し出たときは、甲は本契約の解除に同意することが

できる。ただし、この場合甲は乙から違約金として契約金額の１０％を徴収する。

第10条 乙が、次に掲げる場合のいずれかに該当したときは、乙は、甲の請求に基づき、

契約額（この契約締結後、契約額の変更があった場合には、変更後の契約額）の

１０分の１に相当する額を違約金として甲の指定する期間内に支払わなければなら

ない。

一 この契約に関し、乙が私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭和

２２年法律第５４号。以下「独占禁止法」という。）第３条の規定に違反したこ

とにより、公正取引委員会が乙に対し、独占禁止法第７条の２第１項の規定に基

づく課徴金の納付命令（以下「納付命令」という。）を行い、当該納付命令が確

定したとき。（確定した当該納付命令が独占禁止法第６３条第２項の規定により

取り消された場合を含む。）

二 納付命令又は独占禁止法第７条の規定に基づく排除措置命令（次号において

「納付命令又は排除措置命令」という。）において、この契約に関し、独占禁止

法第３条の規定に違反する行為の実行としての事業活動があったとされたとき。

三 納付命令又は排除措置命令により、乙に独占禁止法第３条の規定に違反する行

為があったとされた期間及び当該違反する行為の対象となった取引分野が示され

た場合において、この契約が当該期間（これらの命令に係る事件ついて、公正取

引委員会が乙に対して納付命令を行い、これが確定したときは、当該納付命令に

おける課徴金の計算の基礎である当該違反する行為の実行期間を除く。）に入札

（見積書の提出を含む。）が行われたものであり、かつ、当該取引分野に該当す

るものであるとき。

四 この契約に関し、乙（法人にあっては、その役人又は使用人を含む。）の刑法

（明治４０年法律第４５号）第９６条の６又は独占禁止法第８９条第１項第１号

若しくは第９５条第１項第１号に規定する刑が確定したとき。

２ 乙が前項の違約金を甲の指定する期間内に支払わないときは、乙は、当該期間を

経過した日から支払いをする日までの日数に応じ、年３．０％の割合で計算した額

の遅延利息を甲に支払わなければならない。

第11条 甲は、乙が次の各号のいずれかに該当するときは、この契約を解除することが

できる。

一 役員等（役員又は支店若しくは常時契約を締結する事務所の代表をいう。以下同

じ。）が、暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77

号。以下「暴力団員対策法」という。）第２条第６号に規定する暴力団員（以下

「暴力団員」という。）であると認められるとき。



二 暴力団（暴力団対策法第２条第２号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）又

は暴力団員が実質的に関与していると認められるとき。

三 役員等が、自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害

を加える目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用するなどしたと認められると

き。

四 役員等が、暴力団又は暴力団員に対して資金等を供給し、又は便宜を供与するな

ど直接的あるいは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与していると

認められるとき。

五 役員等が、暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有していると認

められるとき。

２ 前項によりこの契約が解除された場合においては、乙は、契約金額の１０分の１に

相当する額を違約金として甲の指定する期間内に支払わなければならない。

第12条 この契約に定めのない事項に関しては、必要に応じて甲、乙、協議して定める。

令和 年 月 日

甲 大阪市中央区大手前４丁目１番７６号

支出負担行為担当官

近畿運輸局長 日笠 弥三郎

乙


